
財政上の支援措置の改善提案に対する協議の結果（論点シート）
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文部科学省
研究振興局研
究振興戦略官
付

C

 従来バイオバンクの取組については、バイオバンクジャパン、ナショナ
ルセンターバイオバンクネットワーク、東北メディカルメガバンク等におい
て進められてきたが、健康・医療分野の政府方針として定められた「健
康・医療戦略」（平成25年6月14日関係大臣申合せ）において、「バイオ
バンクの取組において、各事業から国民・社会に還元される研究成果を
明確にし、当該成果が効率的・効果的に創出されるよう、課題の検討及
び各事業の相互連携を推進する」こととされたところである。これを受け
て、文部科学省としては、バイオバンク間の連携を構築することとしてい
るところである。さらに、新たな研究推進体制として、６つの国立高度専
門医療研究センターと共同研究を行い、介入型臨床試験及び検体の共
同解析を実施するとともに、全国規模の臨床試験グループと連携して、
既存検体の移譲、ダブルバンキング、ゲノム付随研究を実施する予定で
ある。このような中で、個別のバイオバンクを支援する新たな制度の創
出は困難である。

厚生労働省
健康局がん対
策・健康増進
課

C

　バイオバンクの取組については、健康・医療分野の政府方針として定
められた「健康・医療戦略」（平成25年6月14日関係大臣申合せ）におい
て、「バイオバンクの取組において、各事業から国民・社会に還元される
研究成果を明確にし、当該成果が効率的・効果的に創出されるよう、課
題の検討及び各事業の相互連携を推進する」こととされたところである。
これを受けて、文部科学省を中心とした取組が政府全体で進められて
いるところであり、このような中で、個別のバイオバンクを支援する新た
な制度を創出することは困難である。

文部科学省
研究振興局研
究振興戦略官
付

C

　バイオバンクにおける組織病理検体の品質管理に関しては、「科学技
術イノベーション総合戦略2014」（平成25年6月7日閣議決定）の詳細工
程表において、「疾病克服に向けたゲノム医療実現化プロジェクト」の取
組として、平成26年度及び27年度に「日本病理学会との協同による組織
病理取扱規定の共同策定、病理標準化センターの設置、組織病理品質
管理研修の実施」を行うことが定められたところである。政府において
は、今後、当該記載も踏まえながら、バイオバンクにおける組織病理検
体の品質管理の推進方策について検討することとしている。しかしなが
ら、前回書面協議における当省回答のとおり、個別のバイオバンクにお
ける取組について新たな支援制度を創出することは困難である。

厚生労働省
健康局がん対
策・健康増進
課

C

　バイオバンクにおける組織病理検体の品質管理に関しては、「科学技
術イノベーション総合戦略2014」（平成25年6月7日閣議決定）の詳細工
程表において、「疾病克服に向けたゲノム医療実現化プロジェクト」の取
組として、平成26年度及び27年度に「日本病理学会との協同による組織
病理取扱規定の共同策定、病理標準化センターの設置、組織病理品質
管理研修の実施」を行うことが定められたところである。これを受けて、
文部科学省を中心とした取組が政府全体で進められているところであ
り、前回書面協議における当省回答のとおり、個別のバイオバンクにお
ける取組について新たな支援制度を創出することは困難である。

1回目 C

 応募された研究課題については、「厚生労働省の科学研究開発評価に
関する指針」（平成22年11月11日科発1111第2号大臣官房厚生科学課
長通知）に基づき、外部の専門家で構成する評価委員会において、あら
かじめ公表された評価方法により、客観的かつ学術的な審査を行い、採
択の可否等を決定しており、優先的に採択する等の対応はできない。

d

　お示し頂いた回答については了解いたしました。
ただし、免疫アジュバントのような新規化合物の研究においては、本事業の１年という研究期間は、
動物を用いた非臨床試験を行うのに十分な期間ではないため、不十分であると考えます。
このため、次年度以降につきましては、公募の際、研究期間を複数年度とする等、期間の拡充につ
いて、ご検討いただきますようお願いいたします。

　厚生労働省から、優先的採択はできない、と回答されて
いるところであるが、指定自治体の要望は個別事業の優先
的採択ではなく、厚生労働科学研究委託事業における事
業計画の期間拡充に関するものであるため、厚生労働省
において内容を再度確認し、的確に回答すること。

Ⅳ

2回目 C

　本事業は企画競争により選定された研究課題について、国と研究機
関が委託契約を締結し、実施するものである。会計年度独立の原則か
ら単年度契約となるが、公募要項に記載しているとおり、複数年（３年ま
で）の研究計画書を作成し、提出することは可能である。ただし、複数年
の研究計画書を提出した場合であっても、中間評価を毎年度実施する
こととしており、中間評価結果によっては契約打ち切りとなることがあ
る。

a 　複数年（３年まで）の研究計画書を作成し、提出することは可能である旨、了解いたしました。
　厚生労働省から、複数年の研究計画書を提出することが
可能であるとの回答が示され、指定自治体が了解している
ことから協議終了。

Ⅴ

1回目 C

 ワクチン開発に係る公募課題については、予防接種基本計画に基づ
き、国がワクチンの研究開発を推進することとされたことを受け、研究課
題として選定したものである。また、厚生労働科学研究委託費新興・再
興感染症に対する革新的医薬品等開発推進研究事業については、競
争的な研究環境の形成を行い、厚生労働科学研究の振興を一層推進
する観点から、厚生労働省のホームページ等を通じて研究課題を募集
している。研究課題の採択については、外部の専門家からなる事前評
価委員会において専門的・学術的観点等からの総合的な評価を経て決
定することとしている。このため、ご要望の事業を優先的に採択すること
は困難である。

c

　ワクチン開発に係る公募課題については、予防接種基本計画に基づき、国がワクチンの研究開
発を推進することとされたことを受け、研究課題として選定したものであるということについては承知
いたしました。
ただし、インフルエンザの感染者数が例年推定約１０００万人にも上ることを踏まえると、インフルエ
ンザ感染症対策には、ワクチンによる事前準備に加え、感染後の抗ウイルス薬による治療も非常に
重要であると考えます。
このため、次年度以降については、必要に応じて国の計画等に位置付けた上で、抗ウイルス薬開
発も同事業の公募課題の一つに是非、加えて頂きますよう特段のご配慮をお願いいたします。

　厚生労働省から、ホームページ等を通じて研究課題を募
集しており、また、優先的採択はできない、と回答されてい
るところである。
　しかし、指定自治体の要望は抗ウイルス薬開発に関する
研究を公募対象とすることであるが、当該研究は、ワクチン
開発に限定している現在の公募課題においては研究課題
として選定され得ないと解する。
　そのため、厚生労働省において、新たな公募課題の選定
の検討や研究課題の対象拡充等、当該研究が厚生労働科
学研究委託費の対象となるための条件を示すこと。

Ⅳ

2回目 C
　来年度の厚生科学研究委託費の対象となる公募課題については、健
康・医療戦略及び医療分野研究開発推進計画に基づき、既存の採択課
題の進捗状況等を踏まえ、外部の有識者の意見を聞きつつ、決定され
るものである。

a
　来年度の厚生科学研究委託費の対象となる公募課題については、健康・医療戦略及び医療分野
研究開発推進計画に基づき、既存の採択課題の進捗状況等を踏まえ、外部の有識者の意見を聞
きつつ、決定される旨、了解いたしました。

　厚生労働省から、厚生科学研究委託費の対象となる公募
課題の決定方法について回答が示され、指定自治体が了
解していることから協議終了。

Ⅴ

　厚生労働省及び文部科学省から、バイオバンクにおける
取組みについて新たな支援制度を創出することは困難であ
るとの見解が示され、指定自治体が了解していることから
協議終了。

Ⅴ

拡充

本事業の目標である新規抗ウイルス
薬の創出に必要不可欠な物品購入
と人件費のための経費として、当該
事業の活用を検討していますが、公
募対象がワクチン開発に限定されて
いるため、抗ウイルス薬開発も開発
対象として研究課題の拡充につい
て、特段のご配慮をお願いいたしま
す。

内閣府記載欄

［Ⅰ：実現が可能となったもの　Ⅱ：実現に向けて概算要求等の検討
がなされるもの　Ⅲ：要望内容の実現に向けて、条件や代替案等を
検討し協議を継続して行うもの　Ⅳ：見解の相違があり、要望実現の
方向性を導けるよう、引き続き協議を継続して行うもの、または見解
の相違により、協議を一旦終了するもの　Ⅴ：自治体が再検討を行う

もの、または提案の取り下げを行うもの］

1回目

2回目

国と地方の協議【書面協議】担当省庁の見解

［Ａ：概算要求等として引き続き検討（全国展開、特区含む）、Ｂ：現行制度で対応可能、Ｃ：対応しない、Ｚ：自治体が検討］

国と地方の協議【書面協議】指定自治体の回答

［ａ：了解、ｂ：条件付き了解、ｃ：受け入れられない、ｄ：その他］

c

 今後、既存のバンクの統合を図り、組織全体の再構築を検討中のため、個別のバンクを支援する
制度の創出は困難であるという見解は十分に理解いたしました。
しかし既存のバイオバンクにおいて、バンキングする試料の品質管理は不十分であり、作業マニュ
アルの整備についても、今後の重要な検討課題になると考えます。全国的に大学病院を中心にバ
イオバンクの構築が進められていますが、品質管理や施設外に分譲する仕組みについての検討は
殆ど進められておりません。これまでに進められてきたバイオバンクの次のステップとしてバンキン
グ試料に関する品質管理の検証を行うことに加えて、施設外に分譲する仕組み作りを行うことで、
既存の公的バンクの活性化を図ることができると考えています。
筑波大学ヒト組織バイオバンクではすでに昨年の11月から高度な品質管理の下、他施設（一般企
業を含む）への試料の分譲を行っております。
収集試料について収集法や管理方法、高品質を保った保存法などの検証を行うことの重要性につ
いて、特段のご配慮を頂いた上で、それを支援する競争的資金等の制度を新規に創設して頂ける
よう、是非ともご検討を頂ければと存じます。

　厚生労働省及び文部科学省から、「健康・医療戦略」を受
けた取組を推進していることを理由に、個別のバイオバンク
を支援する新たな制度の創出は困難、と回答されていると
ころである。
　一方、「筑波大学ヒト組織バイオバンクセンター」から説明
のあった試料収集及び管理方法並びに適切な保存方法等
の検証・基準策定の必要性については、前回対面協議に
おいても確認されたと認識している。
　そのため、既存の競争的資金又は新規制度において、上
記検証・基準策定に係る研究を公募対象とすることの可否
や条件・代替案について、引き続き協議を行うこと。

Ⅳ

　個別のバイオバンクにおける取組について新たな支援制度を創出することは困難である旨、了解
いたしました。a

本事業の遂行にあたっては、ヒト試
料が必要不可欠である。ヒト試料の
患者情報を匿名化して採取施設外に
提供するヒト組織バイオバンクセン
ターの事業は日本において初の試み
であり、本事業における重要性が高
いだけでなく他分野においても需要
が大きい。しかし、現在バイオバンク
の予算を措置する制度がないことか
ら新規に開設して頂くことについて、
特段の配慮をお願いいたします。

つくば生物医学資
源を基盤とする革新
的医薬品・医薬技
術の開発

発癌の原因となるがん幹細胞をターゲットとした
抗体医薬を開発する。つくばヒト組織バイオバン
クセンターで収集・管理されている詳細な臨床
情報が付帯した試料を利用して、がん組織を構
成するがん幹細胞の特徴、薬剤抵抗性の機序
を明確にして標的分子を探索する。
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厚生労働科学
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拡充

現行の運用では単年度の事業計画
となっておりますが、本研究で検討を
行う免疫アジュバントについては新
規の化合物であり、動物を用いた非
臨床試験を行う十分な期間ではない
と考えます。本事業の研究期間の拡
充について、特段のご配慮をお願い
いたします。

厚生労働省
健康局がん対
策・健康増進
課

厚生労働省
健康局結核感
染症課
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筑波大学､
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合研究所、
セルメディ
シン

厚生労働省
厚生労働科
学研究委託
事業

陽子線などによるがんを狙い撃ちする局所的放
射線治療と、治療後に残るがん抗原を利用した
全身的がん免疫療法を融合したロコ・システミッ
ク融合がん治療法を実現する。本事業では体
内でがん免疫反応を誘導するために投与する
新規ナノ粒子アジュバンドを開発する。

既存の抗インフルエンザウイルス薬は、変異率
の高いウイルス遺伝子を標的としたものが主体
であり、薬剤耐性株が出現しやすい。この問題
を克服する一案として、変異を抑制しながらウイ
ルスの増殖を阻害することが可能な新規抗ウイ
ルス薬を開発することが挙げられる。
これまで、ウイルス複製酵素の立体構造を基盤
としたin silicoスクリーニングを活用して、複製酵
素を阻害する化合物を同定した。この化合物の
誘導体を合成し、より良いリード化合物を創出
することを目的とする。
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